
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも低調であったが、今後の推移は社会情勢等にも左右されるため、６年度の執行方

法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

民間企業からの土砂採取の需要が想定以上に少なく、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 18,268 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 20,000 千円
最終現計予

算額

実績値 m3

達成率 16.75 ％ 達成率 ％ 達成率

m3

実績値 6700 m3 実績値 m3 実績値 m3

m3 目標値 40000 m3 目標値 40000

時点･期間 R8年度

現状値 20408 m3

目標値 40000 m3 目標値 40000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H20

終期

Ｋ  P  Ｉ

民間企業による撤去土砂量

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は想定通りであり、令和６年度以降も重要要望などを通して国に積極的に要望することに

よりKPIは目標達成すると見込まれることから、見直しは想定していない。

当初 事　項 民活河床掘削推進事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

河川に土砂が堆積し、治水機能が低下している箇所のうち、盛土材等として有効利用が見込ま

れる箇所について、土砂の採取を希望する企業等を支援することにより、民間活力を導入した

効率的な河床掘削を推進し、流下能力の維持・回復を図る。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 1,851,471 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額
1,851,587 千円

最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

％ 実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％

65.1 ％

実績値 47.8 ％ 実績値 ％ 実績値

51.7 ％ 目標値 58.1 ％ 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 47.8 ％

目標値 47.8 ％ 目標値

R5年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R14

Ｋ  P  Ｉ

山鳥坂ダム建設事業進捗率（事業費ベース）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

12月

補正

（追

加）

事　項 山鳥坂ダム建設費負担金 予算主管課 河川課

事　業

概　要

肱川流域は、洪水により頻繁に浸水被害が発生していることから、流域全体で行う複合的な対

策の一つとして、流域の治水安全度の向上を図るため、国が行う山鳥坂ダム建設事業への負担

金を支出する。

始期 S61

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

細施策KGIの推移との連動が見られ、６年度は目標値以上の成果向上が見込まれることから、７年度はKPI目標値

引上げを検討する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 798,582 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
823,650 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 216.13 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 26.8 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 17 ％ 目標値 19.3

時点･期間 H30～R8累計

現状値 10.7 ％

目標値 12.4 ％ 目標値 14.7

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H30～R4累計 時点･期間 H30～R5累計 時点･期間 H30～R6累計 時点･期間 H30～R7累計

始期 H24

終期

Ｋ  P  Ｉ

重要水防箇所解消率（H30年度末比）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

関係市町の財政状況に応じて予算規模が変動するものであり、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定して

いない。

9月

補正

事　項 河川地震防災強化対策事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

大地震発生により護岸等の河川構造物が損壊し、その後の出水による二次被害を防止するた

め、堤防区間以外の重要水防箇所や緊急輸送道路等に隣接する箇所のうち、治水安全上必要

性･緊急性の高い箇所の護岸等の改修や樋門等の改良を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

市による用地買収に遅れが生じ、県による受託工事の着手に遅れが生じたため未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 650,328 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
661,826 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 98.30 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 98.3 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

事業進捗率（事業費ベース）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 河川受託事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

河川工事に起因して必要となる市町の橋梁改築工事等について、市町長等からの

委任に基づき、県が河川工事と併せて施工する。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R5年度実績値は現時点で確定していないが、概ね目標値に達する可能性が高いため、６年度の執行方法や７年度

予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 6,007,309 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
6,007,309 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 R7.4頃判明 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 0.9 ％ 目標値 1.2

時点･期間 R8年度

現状値 0.2 ％

目標値 0.3 ％ 目標値 0.6

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

計画延長に対する事業実施率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標を概ね達成しており、近年の実績や６年度以降の状況を踏まえると、今後も目標達成す

ると見込まれることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

2月

補正

事　項 河川改修費 予算主管課 河川課

事　業

概　要
県管理区間内の一級河川又は二級河川において改良工事を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

工事進入路の設置箇所や運搬路等について、地元調整に日数を要し、工事着手に遅れが生じている箇所があるため、目標未達成と

なった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 169,206 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
175,000 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 96.23 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 51 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値

時点･期間

現状値 47 ％

目標値 53 ％ 目標値 70

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3～R4累計 時点･期間 R3～R5累計 時点･期間 R3～R6累計 時点･期間 R3～R7累計

始期 H28

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

対象区間の堤防補強等整備率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 河川堤防強化緊急対策事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

平成27年9月の鬼怒川流域の堤防決壊による大規模水害など、全国の被害発生状況を踏まえた

決壊や越水の危険性のある堤防区間において、特に緊急性が高い区間で堤防補強等の整備を行

う。



7

8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

見直し時期（執行に反映するか、次年度予算※R5年度事業評価の場合、R7年度予算に反映するか）も記載

引き続き、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を活用し計画的に進捗を図ることによりKPIは

目標達成すると見込まれることから、見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

国当初内示において予算が配分されず早期に事業が開始できなかったため未達成となったが、国補正予算にて、R5年度に予定している洪水浸水想定区域図作成の予算を確保で

き、現在作成を進めているところである。R6年度中には予定していた目標値が達成できる見込み。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 872,453 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
872,601 千円

最終現計予

算額

実績値 %

達成率 49.86 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 34.9 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 100 % 目標値

時点･期間

現状値 37 %

目標値 70 % 目標値 84.9

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H17

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

洪水浸水想定区域図作成率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標を達成しており、近年の実績や６年度以降の状況を踏まえると、今後も目標達成すると

見込まれることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

12月

補正

（追

加）

事　項 洪水避難支援体制強化事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

水害や土砂災害から県民の生命を守るため、市町の避難勧告等の発令や県民の避難行動を支援

するソフト対策を実施し、避難体制の強化を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 880,617 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
903,000 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 112.71 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 78.9 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 70 ％ 目標値 70

時点･期間 R8年度

現状値 89 ％

目標値 70 ％ 目標値 70

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H24

終期

Ｋ  P  Ｉ

土砂堆積箇所実施率（事業費ベース、年間）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 河川防災緊急対策事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

土砂の堆積が著しい河川のうち、治水安全上、必要性・緊急性が高い重要水防箇所等におい

て、河床掘削や雑木等を除去し、流下能力を速やかに回復させ浸水被害の防止・軽減を図る。



9

10

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は想定通りであり、令和６年度以降も重要要望などを通して国に積極的に要望することに

よりKPIは目標達成すると見込まれることから、見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 740,138 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
740,252 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 31 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 63.8 ％ 目標値 78.7

時点･期間 R8年度

現状値 31 ％

目標値 31 ％ 目標値 46

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H25

終期

Ｋ  P  Ｉ

野村ダム・柳瀬ダム事業進捗率（事業費ベース）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

今後の進捗状況を注視し、現在の事業内容では成果の大幅な向上が見込まれない場合には、R7当初予算において

対象の新規掘り起しを行うなど、更なる成果向上につなげる。

2月

補正

事　項 直轄ダム事業費負担金 予算主管課 河川課

事　業

概　要

国直轄ダム（野村ダム、柳瀬ダム）の堰堤改良事業の当該年度事業費に対して負

担する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

ボトルネックとなる橋梁の管理者と連携し地元調整を進めていたが、合意形成に日数を要し、工事着手に遅れが生じている箇所が

あるため、目標未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 140,740 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
150,000 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 80.50 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 32.2 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

時点･期間

現状値 19 ％

目標値 40 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R4～R5累計 時点･期間 R4～R6累計 時点･期間

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

対象箇所のボトルネック解消工事進捗率（事業費ベース）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 流域治水対策推進事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

地球温暖化に伴う気候変動の影響により、平成30年の西日本豪雨のような甚大な被害の発生

や、更なる水害リスクの増加が懸念されるなか、「流域治水プロジェクト」の各種施策を強力

に推進し、関係機関との連携により、治水効果の早期発現を図る。
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標を達成しており、近年の実績や６年度以降の状況を踏まえると、今後も目標達成すると

見込まれることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 184,132 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
189,824 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

事業実施率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は想定を少し上回る成果が出ており、令和６年度以降も重要要望などを通して国に積極的

に要望することによりKPIは目標達成すると見込まれることから、見直しは想定していない。

当初 事　項 県単河川局部改良費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

補助事業の採択基準に合わないもので、治水機能が著しく低下している箇所にお

いて、一連区間の河川改良及び局部的な改良等を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 649,281 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
649,281 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 101.75 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 58 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 61 ％ 目標値 63

時点･期間 R8年度

現状値 58 ％

目標値 57 ％ 目標値 59

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S19

終期

Ｋ  P  Ｉ

肱川・重信川河川事業進捗率（事業費ベース）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 直轄河川事業費負担金 予算主管課 河川課

事　業

概　要

国土交通省が肱川及び重信川で実施する直轄河川改修等の当該年度事業費に対し

て負担する。
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見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（R10→R5）R4年度下半期からR5年度下半期にかけて肱川激甚災害対策特別緊急事業が工事のピークを迎え、直轄・県事業ともに短期間に工事が集中したことに

よる労働需要の急増から、必要人員を確保することができなかったため、工事進捗が伸び悩み未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

肱川激甚災害対策特別緊急事業については、R6年度にずれ込んではいるものの12工区全て完成予定である。今後は、河川改修費と統合し、激特事業以外で本事業の対象と

なっていた箇所について、令和10年度を目標に整備を進めていくこととしている。

千円

決算額 7,256,374 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
7,256,385 千円

最終現計予

算額

実績値 工区

達成率 25.00 ％ 達成率 ％ 達成率

工区

実績値 3 工区 実績値 工区 実績値 工区

工区 目標値 12 工区 目標値 13

時点･期間 R8年度

現状値 0 工区

目標値 12 工区 目標値 12

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H30

終期 R10

Ｋ  P  Ｉ

堤防整備完了で安全性が向上した工区数（激特事業の12工区はR5年度完了）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標を達成しており、近年の実績や６年度以降の状況を踏まえると、今後も目標達成すると

見込まれることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

2月

補正

事　項 肱川水系緊急治水対策推進事業費(公共)(直轄) 予算主管課 河川課

事　業

概　要

肱川水系の治水対策について、激特事業により従来の整備計画（平成16年5月）の目標を10年

前倒しするとともに、平成30年7月豪雨を踏まえて見直した計画（令和元年12月）に基づく対

策を、国と連携して緊急的・集中的に実施し、再度災害防止を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 220,549 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
226,201 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 112.71 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 78.9 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 70 ％ 目標値 70

時点･期間 R8年度

現状値 72 ％

目標値 70 ％ 目標値 70

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

土砂堆積箇所実施率（事業費ベース、年間）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 県単河床掘削事業費 予算主管課 河川課

事　業

概　要

河川に土砂が堆積し雑木等が繁茂するなど、治水機能が低下している箇所において、河床掘削

や雑木等を除去し、流下能力を速やかに回復させ浸水被害の防止・軽減を図る。


